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国土交通省における
『i-Construction』の取り組みについて

１． 中国地方 建設現場の生産性向上研究会
２． ＩＣＴの全面的な活用
３． 規格の標準化（コンクリート工の生産性向上）
４． 施工時期の平準化
５． 測量・設計業務におけるi-Constructionについて
６． 港湾におけるＩＣＴ導入に向けた取り組み
７． 平成29年度 i-Constructionの取り組み方針

資料－１



１．中国地方 建設現場の生産性向上研究会
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平成２８年３月１４日 中国地方整備局 i-Construction 推進本部」を設置
平成２８年３月２２日 第１回 中国地方 建設現場の生産性向上研究会 開催
平成２８年１１月１５日 第１回 『測量・設計ＷＧ』『施工・検査ＷＧ』 開催
平成２９年２月１７日 第２回 中国地方 建設現場の生産性向上研究会 開催
平成２９年６月２３日 第２回 『測量・設計ＷＧ』『施工・検査ＷＧ』 開催
平成２９年１０月１６日 第３回 『測量・設計ＷＧ』『施工・検査ＷＧ』 開催



一人一人の生産性を向上させ、企業の経営環境を改善
建設現場に携わる人の賃金の水準の向上を図るなど魅力ある建設現場に
死亡事故ゼロを目指し、安全性が飛躍的に向上

規格の標準化
• 寸法等の規格の標準化された部材の拡

大

施工時期の平準化
•２カ年国債の適正な設定等により、年間を通
じた工事件数の平準化

プロセス全体の最適化へ

i-Constructionの目指すもの

プロセス全体の最適化

今こそ生産性向上のチャンス

労働力過剰を背景とした生産性の低迷
• バブル崩壊後、建設投資が労働者の減少を上回って、ほぼ一貫し

て労働力過剰となり、省力化につながる建設現場の生産性向上が
見送られてきた。

生産性向上が遅れている土工等の建設現場
• トンネルなどは、約５０年間で生産性を最大１０倍に向上。一方、土

工やコンクリート工などは、改善の余地が残っている。（土工とコン
クリート工で直轄工事の全技能労働者の約４割が占める）（生産性
は、対米比で約８割）

依然として多い建設現場の労働災害
• 全産業と比べて、２倍の死傷事故率（年間労働者の約0.5%

（全産業約0.25%））

予想される労働力不足
• 技能労働者約340万人のうち、約110万人の高齢者が10年間で離

職の予想

• 労働力過剰時代から労働力不足時代への変化が起こりつつある。
• 建設業界の世間からの評価が回復及び安定的な経営環境が実現し始めている今こそ、抜本的な生産性向上に取り組む大きなチャンス

ＩＣＴの全面的な活用
• 測量、設計から施工,検査、さらには維持

管理・更新までの全てのプロセスにおいて
ICTを導入

従来：施工段階の一部 今後：調査・設計から施工・検査、さらには維持管理・更新まで
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i-Construction ～建設現場の生産性向上～



i-Construction ～建設業の生産性向上～

○建設業は社会資本の整備の担い手であると同時に、社会の安全・安心の確保を担う、我が国の国土保全上必要不可欠
な「地域の守り手」。

○人口減少や高齢化が進む中にあっても、これらの役割を果たすため、建設業の賃金水準の向上や休日の拡大等による
働き方改革とともに、生産性向上が必要不可欠。

○国土交通省では、調査・測量から設計、施工、検査、維持管理・更新までの全ての建設生産プロセスでICT等を活用する

「i-Construction」を推進し、建設現場の生産性を、2025年度までに2割向上（未来投資会議目標）を目指す。

従来施工 ICT建機による施工

測量

従来測量 UAV（ドローン等）による３次元測量

３次元測量(UAVを用いた測量マニュアルの導入)

ICT建機による施工(ICT土工用積算基準の導入)施⼯

検査 検査日数・書類の削減

３次元データを
パソコンで確認

計測結果を
書類で確認

人力で200m毎に
計測

【生産性向上イメージ】

人・日
当たりの仕事量

(work)

人
（men)

工事日数（term)

‐con
i

省人化

工事日数削減
（休日拡大）

建設現場の
生産性2割向上

i-Constructionにより、これまで

より少ない人数、少ない工事日
数で同じ工事量の実施を実現

ICTの導入等により、
中長期的に予測され
る技能労働者の減
少分を補完

現場作業の高度化・効率化
により、工事日数を短縮し、
休日を拡大
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平成28年9月12日未来投資会議の様子



■ ｉ－Ｃｏｎｓｔｒｕｃｔｉｏｎを推進するため
１）「中国地方 建設現場の生産性向上研究会」を設置

・直轄の施工現場への導入普及について
・地方公共団体、建設業界への普及推進策について

２）当面の活動をとりまとめたアクションプラン策定
３）新たな測量・設計・施工監理・積算基準の整備
４）規格の標準化
５）施工時期の平準化
６）技術講習会・研修・セミナーの企画
７）積極的な広報活動

■国土交通省において、建設現場における生産性を向上させ、魅力ある建設現場を目指す新しい取組みである
i-Construction（「ICT技術の全面的な活用」、「規格の標準化」、「施工時期の平準化」）を進めることとしている。

■中国地方における、i-Constructionを直轄の施工現場に導入するためのアクションプラン策定や地方公共団体
及び建設業界への普及活動を推進するため、中国地方整備局i-Construction推進本部を設置。

（メンバー）
本部長：局長 副本部長：副局長
メンバー：総務部長、企画部長、建政部長、河川部長、道路部長、港湾空港部長、営繕部長、用地部長
事務局：企画調整官、技術調整管理官、技術開発調整官、機械施工管理官、工事品質調整官、総括技術検査官等

中国地方整備局 i-Construction推進本部

設置目的・メンバー

推進本部の役割
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【平成２８年３月１４日立上】

日 時：平成２８年３月２２日（火） 15:00～15:40

場 所：合同庁舎４号館１階１２会議室

報道機関：読売新聞、中国新聞､時事通信､経済レポート

、建設通信社､中建日報社､日刊工業新聞 ７社

プレゼン： i-Construction背景･取組、研究会の設置 等

●中国地方整備局長記者会見

丸山局長の会見

記者会見の会場の様子



■設置目的
中国地方において 、i-Constructionの取組みを具体的に進めるため、ＩＣＴの全面的活用について検討する
研究会を設置。 （平成２８年３月２２日 開催）

■メンバー
委員長：広島大学大学院 河原能久教授（学識経験者）
行政：企画部長、技術調整管理官、技術開発調整官

河川・道路・港湾空港部 官クラス、各県・政令市
直轄広島近隣事務所長
国土地理院 中国測量部 次長
各県政令市 技術管理課等課長

建設業界：（一社）日本建設業連合会、
（一社）各県建設業協会、
（一社）建設産業専門団体、（一社）PC建設業協会、
（一社）日本橋梁建設協会、（一社）日本道路建設業協会、
（一社）全国測量設計業協会連合会、（一社）建設コンサルタンツ協会、
（一社）全国地質調査業協会連合会、（一社）日本建設機械施工協会、
（一社）港湾技術コンサルタンツ協会、（一社）日本埋立浚渫協会

■検討項目
測量、設計、施工、検査の各段階における検討。
※検討項目は、次項参照。

■体制・ＷＧ
各段階の検討を進めるための「測量・設計ＷＧ」と「施工・検査ＷＧ」を設置

■各県i-Construction推進連絡会
各県内の国、自治体、業界関係団体が一体となり、 i-Constructionの普及促進に向けた課題等検討

中国地方 建設現場の生産性向上研究会

設置目的・メンバー・検討項目・体制

【研究会の体制】
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H29.9.1開催

H29.10.26開催

H29.11.8開催



中国地方 建設現場の生産性向上研究会
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○ ＩＣＴ活用の普及拡大に向け、平成２８年度の直轄ICT土工の取組状況と現場での課題について
意見交換。

○人材不足やソフトウェアの統一化、ＧＰＳ不感地帯への対応等の課題に対し、「測量設計の人員
不足は、今後解消される」「ソフトウェアはオープンＣＡＤフォーマット評議会が窓口となり、共通化
の仕様作成が進められている」「ＧＮＳＳのみで無くＴＳによる制御もある」「ＩＣＴ機器の普及には、
県での推進がカギとなる」など意見があった。

○ ＩＣＴ活用の普及拡大を目的に地域の自治体や民間企業で構成する各県単位の「ＩＣＴ活用推進
連絡会」の設置を提案。設置する方向で合意。

・大型工事では有効であるが、小規模工事では生産性向上につながらない。
・色々改良しながら、徐々に導入してほしい。
・導入にあたっては費用がかかる。
・設計の３次元化の技術開発は費用もかかる、設計歩掛りを
落とさないでほしい。

・監督員や検査する職員にも勉強してもらいたい。

・最初はコスト高になるが、当面これにかかる費用を計上していきたい。
・地域建設業の方の底上げをして行く必要がある。
・オペレータや職員の講習会等、業界の協力を得ながら実施していきたい。

■第１回研究会（H28 .3 .22）の主な意見

■第２回研究会（H2９ .２ . １ ７）の主な意見

整備局コメント
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第２回 『測量・設計ＷＧ』『施工・検査ＷＧ』検討概要

平成２９年６月２３日 第２回 『測量・設計ＷＧ』『施工・検査ＷＧ』 開催

■取り組み方針（案）について
○３次元起工測量、３次元設計データ作成に関する具体的な課題を検討。
○ＩＣＴ建設機械による施工、３次元出来形管理等の施工管理、３次元データの納品に関する具体的
課題を検討。
〇ＩＣＴ普及当たって重要と考えられることを検討。

■実施予定項目
課題検討より以下の項目に取り組む。

課題とすべき案件が発生した場合は適宜取り上げる。
○測量・設計WG

・３次元設計対応の導入方法検討
・３次元設計データ作成の課題・対応策検討

○施工・検査WG
・小規模土工への適用性（現場実施、意見交換、効果等）
・３次元出来形管理の課題・対応策検討
・検査における課題・対応策検討、３次元データ納品の標準例作成
○共通
・効果分析事例蓄積
・講習会等実施（３次元データを扱える人材育成等）

ＩＣＴ測量機器説明
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第３回 『測量・設計ＷＧ』『施工・検査ＷＧ』検討概要

平成２９年１０月１６日 第３回 『測量・設計ＷＧ』『施工・検査ＷＧ』 開催

■中国地方におけるＩＣＴ土工分析について
○起工測量から完成検査まで土工にかかる一連ののべ作業時間について、平均３０．４％の削減効
果がみられた。
○平均土量５０，４５８ｍ３
○アンケート調査回収済み Ｎ＝２６の内有効な２１での集計結果

■３次元データの利活用について
○ＩＣＴ土工用３次元設計データの作成

ＩＣＴ土工を実施する工事に関する詳細設計業務においてＩＣＴ土工用の３次元設計データを作成
する取り組みを強化する。（試行を実施し、メリデメを検証する。）
○ＣＩＭ活用業務の拡大

橋梁詳細設計等におけるＣＩＭ活用の取り組みを強化する。

■普及に向けた活動
○平成２９年度i-Constrution説明会の概要

・アンケート調査
ＩＣＴ土工を知らない方は約半数が「やや理解できない」と回答
→参加者のニーズや理解度に対応した説明会を行うことが重要。

CIM勉強会



Ｑ１：「土木工事へのＩＣＴ土工導入によるイメージ」については、『すごく変わる』と『変わる』が発注者
（＋９％）、発注者以外（＋１％）ともに増加した。

Ｑ２：ＩＣＴへの興味については、『すごく興味を持った』と『少しは興味を持った』が発注者（＋２％）では微増、
発注者以外（±０％）では変化無し。

Ｑ３：導入のメリットを感じたかについては、『すごく感じた』と『感じた』が発注者（＋９％）、発注者以外
（＋３％）ともに増加した。

いずれのアンケート調査結果においても、８割以上の参加者が、土工のイメージが変わる、ＩＣＴ工事に
興味を持ち、導入するメリットを感じている結果となった。

平成29年度 i-Constrution説明会の概要

i-Constructionの普及促進を目的として、発注機関・施工業者・測量設計コンサルタントなどの現場従
事者を対象に『i-Construction説明会』を実施。（記者発表・ＨＰ上で参加募集）
平成２９年度は、６月２６日から８月２８日の間、広島会場をかわきりに中国地整管内１２会場において、

「発注者向け」及び「受注者向け」の二部構成で開催。
参加者数は約８５０人。（内訳は、業界関係約４００人、国交省以外の自治体約７０人）

■アンケート調査結果（平成２８年度と平成２９年度の比較）

+9%

+1%

+2%

±0%

+9%

+3%
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２-1. ＩＣＴの全面的な活用
～ＩＣＴ活用工事（土工）の概要～
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測量

発注者

OK

設計・
施工計画

施工 検査i-Construction

設計図に合わ
せ丁張り設置

検測と施工を繰
り返して整形

丁張りに合わせ
て施工

③ICT建設機械による施
工

④検査の省力化①ドローン等による３次元測量 ②３次元測量データによる
設計・施工計画

ドローン等による写真測量等により、
短時間で面的（高密度）な３次元測
量を実施。

３次元測量データ（現
況地形）と設計図面と
の差分から、施工量
（切り土、盛り土量）を
自動算出。

３次元設計データ等により、
ICT建設機械を自動制御し、建
設現場のIoT（※）を実施。

ドローン等による３次元測
量を活用した検査等により、
出来形の書類が不要となり、
検査項目が半減。

測量
設計・

施工計画
検査従来方法

測量の実施

平面図 縦断図

横断図
設計図から施工

土量を算出

施工

① ②

③

④

※IoT（Internet of Things）とは、様々なモノに
センサーなどが付され、ネットワークにつなが
る状態のこと。

３次元設計データ等
を通信

これまでの情報化施工
の部分的試行

・重機の日当たり
施工量約1.5倍

・作業員 約1/3

３次元
データ作成

２次元
データ作成

書類による検査

ＩＣＴ活用工事（土工）の概要



ＩＣＴ活用工事（土工）とは？ （１／２）
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ＩＣＴ活用工事（土工）とは、施工プロセスの全ての段階において、以下に示
すＩＣＴ施工技術を全面的に活用する工事である。
※また、次の①～⑤の全ての段階でＩＣＴ施工技術を活用することをＩＣＴ活用施工という他、ＩＣＴ活用施工（土工）を

『ＩＣＴ土工』という略称を用いることがある。

① ３次元起工測量

起工測量において、３次元測量データを取得するため、次の１）～７）から選択（複数工以上可）して測
量を行うものとする。

１） 空中写真測量（無人航空機）を用いた起工測量
２） 地上型レーザースキャナーを用いた起工測量
３） トータルステーションを用いた起工測量
４） トータルステーション（ノンプリズム方式）を用いた起工測量
５） ＲＴＫ－ＧＮＳＳを用いた起工測量
６） 無人航空機搭載型レーザースキャナーを用いた起工測量
７） その他の３次元計測技術を用いた起工測量

中国地方整備局

② ３次元設計データ作成

①で計測した測量データと、発注者が貸与する発注図データを用いて、３次元出来形管理を行うため
の３次元設計データを作成する。

ＩＣＴ施工技術の具体的内容については、次の①～⑤及び表－１によるものとする。

※赤字はＨ２９に追加されたＩＣＴ施工技術



ＩＣＴ活用工事（土工）とは？ （２／２）
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④ ３次元出来形管理等の施工管理

③による工事の施工管理において、次の（１）（２）に示す方法により、出来形管理及び品質管理を実
施する。
（１）出来形管理：次の１）～７）から選択（複数以上可）して、出来形管理を行う。

１） 空中写真測量（無人航空機）を用いた出来形管理
２） レーザースキャナーを用いた出来形管理
３） トータルステーションを用いた出来形管理
４） トータルステーション（ノンプリズム方式）を用いた出来形管理
５） ＲＴＫ－ＧＮＳＳを用いた出来形管理
６） 無人航空機搭載型レーザースキャナーを用いた出来形管理
７） その他３次元計測技術を用いた出来形管理

（２）品質管理：次の８）を用いた品質管理を行う。
８） ＴＳ・ＧＮＳＳを用いた締固め回数管理

※但し、土質が頻繁に変わりその都度試験施工を行うことが非効率である等、施工規定による管理そのものがなじまない場合は、適用しなくてもよい。

中国地方整備局

⑤ ３次元データの納品
④による３次元施工管理データを工事完成図書として電子納品する。

③ ＩＣＴ建設機械による施工

②で作成した３次元設計データを用い、次の１）２）に示すＩＣＴ建設機械を作業に応じて選択し、施工
を実施する。

１） ３次元ＭＣ又は、３次元ＭＧブルドーザ
２） ３次元ＭＣ又は、３次元ＭＧバックホウ

※ＭＣ：マシンコトロールの略称 ＭＧ：マシンガイダンスの略称

※赤字はＨ２９に追加されたＩＣＴ施工技術



ＩＣＴ活用工事【土工】の実施方針

【施工者希望Ⅱ型】

（１）総合評価の対象としない
《①～⑤を全面活用する場合》

（２）工事成績で加点評価する
（３）必要経費は変更計上する

15

土工（対象工種）を含む「一般土木工事」

土工量
1,000m3以上

Yes

No

予定価格が
３億円以上

予定価格が
２億円以上

かつ、土工量
50,000m3

以上

Yes

Yes

No

【発注者指定型】

（１）総合評価の対象としない
（２）工事成績で加点評価する
（３）必要経費は当初設計で計上

【施工者希望Ⅰ型】

《①～⑤を全面活用する場合》
（１）総合評価で加点評価する
（２）工事成績で加点評価する
（３）必要経費は変更計上するNo

ICT建設機械
の施工

No

（１）工事成績の
加点対象としない

（２）機械施工経費のみ
変更計上する

Yes

従来施工

《①～⑤の全面活用を
希望しなかった場合》

「ICT活用工事」

建設生産プロセスの全ての段階におい
てICT施工技術を全面的に活用する工事

① ３次元起工測量
② ３次元設計データ作成
③ ICT建機による施工
④ ３次元出来形管理等の施工管理
⑤ ３次元データの納品

ＩＣＴ活用工事
として発注し
ていない工事

ＩＣＴ活用工事
希望(協議成立)

Yes

No

Yes

土工量
20,000m3

以上

「ICT活用工事」
に設定

「ICT活用工事」
に事後設定

No



① 測量 （３次元起工測量） 例：空中写真測量

起工測量において、３次元計測技術により３次元測量データを取得するため
の測量を行う。

撮影方向

ＵＡＶ（無人航空機）

カメラ

① ＵＡＶ（無人航空機）による撮影

広範囲・短時間で
撮影が可能

高密度に地表面
データを点で取得

② 点群データの作成

③ サーフェスモデルの作成

ＴＩＮ（点を繋いだ三角形）で地
形をモデル化

16※地表面以外を削除
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② ３次元設計データ作成

◆３次元設計データは、平面、縦横断の構成要素を用いて面的な補完計算を行い、表現されたデータ
である。

設計図書や起工測量で得られたデータを用いて、ＩＣＴ建設機械による情報化
施工を行うための３次元設計データを作成する。

スケルトンモデル サーフェスモデル

中国地方整備局

３次元設計データの作成手順とイメージ

地表面を表す面的なデータ



③-1 ＩＣＴ建設機械による施工

１）ブルドーザの排土板の位置・標高をリアルタイムに取得し、自動制御。

マシンコントロールブルドーザ-施工状況

コントロールパネル

モニタ平面

モニター側面

ブルドーザの排土板

18



③-2  ＩＣＴ建設機械による施工

19

２）バックホウのバケットの位置・標高をリアルタイムに取得し、動制御。

マシンガイダンスバックホウ施工状況

アンテナ

内部モニター

センサー

バックホウのバケット

19
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UAV写真測量／ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅによる出来形管理の手順

１：現地計測

２：フィルタリング

起工測量と同様

ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞﾃﾞｰﾀまでは起工測
量と同様

出来形管理用ﾃﾞｰﾀ

３：出来形合否評価

出来形管理用ﾃﾞｰﾀ

設計ﾃﾞｰﾀ（中心線形
＋面）

設計面との離れ
を算出

※CIM対応の3DCAD等でも実施可能

設計面との離れ（較差）の平均値、標準偏差を
統計処理

※平面等間隔でなくてもよい。
出来形計測密度程度に間引いたデータ

空中写真測量（ＵＡＶ）、レーザースキャナーを用いて出来形管理を行う。

④ ３次元モデルによる施工管理
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出来形管理項目の計算結果の提出

⑤ ３次元データの納品 （出来形管理資料）

◆出来形管理図表

◆３次元設計データと出来形計測データを用い、設計面と出来形面の標高差の平均および標準偏差
およびメッシュごとに設計面と出来形面の標高差を分布図として整理した結果。
◆出来形確認箇所（天端、法面等）ごとに作成する。

※電子検査としてビューワー付ファイルで３次元モデルとともに属性情報として測定結果を表示する場合は、紙納品
は不要

中国地方整備局



ＩＣＴ土工の『カイゼン』について

◆基準改訂の例（空中写真測量（無人航空機）を用いた出来形管理要領）

22

ラップ率の緩和

（※）起工測量・出来高部分払いに対する
要求精度のみの規定緩和

【現行の規定】

ﾗｯﾌﾟ率が進行方向
90％,隣接60％となる
ような飛行計画とする

【改定案】
実施ﾗｯﾌﾟ率（進行方
向）が80％以上であれ
ばよい。

【効果】（※）延長約1kmの出来形管理（外業）

• 現行：約120分（飛行速度1m/s,4測線）

• 改定：約70分（飛行速度2m/s,4測線）

標定点の設置・計測規定の緩和

【現行の規定】
・4級基準点、3級水準点相
当の精度で計測

【改定案】

・横断測量相当の精度で良
い（標高誤差±3cm）（※）

【効果】（※）延長約1kmの起工測量」（外業）

• 現行：約250分（TS使用）

• 改定：約170分（GNSSﾛｰﾊﾞｰ使用）

• ラップ率や標定点計測方法の緩和により更なる効率化を図る



ＩＣＴ土工の『カイゼン』について

◆小規模工事へ適用拡大するために対象技術を拡大の例

23

TS（ﾄｰﾀﾙｽﾃｰｼｮﾝ） TS（ﾉﾝﾌﾟﾘｽﾞﾑ方式） GNSSﾛｰﾊﾞ-

• すでに普及が進んでいるＴＳ（ﾄｰﾀﾙｽﾃｰｼｮﾝ）等をＩＣＴ土工の対象として明確化
• 点密度の規定をﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅ等と比べて緩和



２-2. ＩＣＴの全面的な活用
～ＩＣＴ活用工事（舗装工）の概要～

24



測量
設計・
施工計画

施工i-Construction

丁張り設置
検測と施工を繰
り返して整形

丁張りに
合わせ施工

③ICTグレーダ等による
施工

④検査の省力化②ICT土工の３次元測量
ﾃﾞｰﾀによる設計・施工計画

ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅ等により、短
時間で面的（高密度）な３
次元測量を実施

3次元設計データと事前測量

結果の差分から、施工量を自
動算出。

３次元設計データ等により、
ICT建設機械を自動制御

ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅ等のﾃﾞｰﾀによる
検査等で書類が半減

測量
設計・
施工計画

検査従来方法 施工

① ②

③ ④
これまでの情報化施工
の部分的試行

・作業効率向上

・丁張削減により作
業員数減少

３次元
データ作成

２次元
データ作成

人手による測量 ｺｱ抜きによる検査

①ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅ等で
事前測量

検査

平面図、縦断図等

紙図面から
施工量算出

発注者

OK

自動算出

○ 更なる生産性向上を目指して、舗装工にＩＣＴを全面的に導入する「ＩＣＴ舗装」を平成２９年
度より取組開始

○必要となる技術基準や積算基準を平成２８年度に整備、平成２９年４月以降の工事に適用

ＩＣＴ活用工事（舗装）の実施内容

25



施策（ＩＣＴ舗装工）の対象

26

出来形面管理
（ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅ）

長期性能面管理
（ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅ）

路盤工
（MCｸﾞﾚｰﾀﾞ導入）

事業ﾌｪｰｽﾞ（施工から維持管理）や目的（効率化から品質向上）に応じて段階
的に取り組みを進める。

【第１段階（Ｈ２９～）】 【第２段階】

長期性能向上に資す
る施工・施工管理
のあり方検討

【第３段階】

点群ﾃﾞｰﾀ蓄積

品質ﾃﾞｰﾀ蓄積

生産性向上
（施工）

【目的】

生産性向上
（施工管理）

管理水準向上
（維持管理）

品質向上

（施工・施工管
理）

品質管理（密度）
（非破壊技術）

ｱｽﾌｧﾙﾄ舗装工・切削ｵｰﾊﾞｰﾚｲ等拡大検討
（MCﾌｨﾆｯｼｬｰ、MC切削機等導入）

当面のﾀｰｹﾞｯﾄ

研究開発



従来型施工

ICT活用型

【事前測量】
・基準点測量
・横断測量（不陸確認）
・内業（測量成果まとめ）

【通常建機による施工】
・丁張り等設置、高さ確認等
・通常建機による路盤工

【出来形とりまとめ】
・巻尺・掘り起こしによる厚さ管理
・管理帳票作成等（代表断面管理）

【起工測量】
・基準点測量
・ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅ
・内業（測量成果まとめ）

【出来形とりまとめ】
・ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅ
・管理帳票作成

【ICT建機による施工】
・丁張り等設置なし、日々の高さ確認

等はICT建機施工データを活用。
ある程度積層が進んだところで詳細
確認・補正実施。

・ICT建機による路盤工

【期待される効果：工期短縮・省人化】

・測量の省力化により、事前測量＋施工管理データ作業の簡素化
・丁張設置省略やICTによる操作性向上等によりのべ人工の削減 人手不足への対応

ﾚｰｻﾞｰｽｷｬﾅ

発注者

OK

ICT舗装工に期待される効果

27



２-3. ＩＣＴの全面的な活用
～中国地方整備局の

ＩＣＴ活用工事実施状況～

28



ＩＣＴ活用工事実施結果

発注方式
発注者
指定型

施工者
希望Ⅰ型

施工者
希望Ⅱ型

合計

公告件数 ３ ２７ １１２ １４２

うち、ICT活用
工事件数

３ ２４ ４１ ６８工事

ICT活用試行工事（既契約） １４工事

ICT土工 実施 ８２工事

○平成29年度は、ＩＣＴ土工を引き続き推進するとともに、ＩＣＴ舗装を実施。

○ICT土工 ６９工事、ICT舗装 １１工事 を発注予定
○平成29年10月20日現在、ICT土工１５工事、ICT舗装３工事で実施。

ＩＣＴ活用工事発注予定件数（平成29年10月20日現在）

発注方式
発注者
指定型

施工者
希望Ⅰ型

施工者
希望Ⅱ型

合計

ICT土工
（うち、公告済み）

８
（６）

２５
（１６）

３６
（２８）

６９
（５０）

ICT舗装
（うち、公告済み）

０
（０）

６
（１）

５
（２）

１１
（３）

ＩＣＴ土工・舗装 実施状況（平成29年10月20日現在）

協議中

ICT実施（契約済み・協議が完了したもの）

未実施
発注者
指定型

施工者
希望
Ⅰ型

施工者
希望
Ⅱ型

合計

ICT
土工

９工事 ４ １０ １ １５工事 ５工事

ICT
舗装

０工事 ０ １ ２ ３工事 ０工事

【H28年度工事におけるICT土工実施率】
実施率 ：４８％ （68工事／1４２工事）

平成２９年度の実施状況（ICT土工、ICT舗装） 平成２８年度の実施結果（ICT土工）

県別件数※（）書きは試行工事

・鳥取県 ２０工事（３工事）
・島根県 ３５工事（５工事）
・岡山県 １１工事（２工事）
・広島県 １３工事（４工事）
・山口県 ３工事

合計 ８２工事（１４工事） 29



○ ＩＣＴ建設機械（MCﾊﾞｯｸﾎｳ）の活用により、丁張り設置の測量作業が効率化。また、法面の仕上がり確認頻
度が減少し見張り員が削減。

○ ３次元設計ﾃﾞｰﾀを活用し、現場での施工箇所を明確化。情報共有不足によるリスク防止につなげている。

●測量：「UAVを活用したことで、現地での測量作業が4日から1日に短縮。」
●施工：「丁張設置や進捗管理に用いる施工途中の現況測量が不要となり、現地での施工管

理業務が20日程度減少。掘削時に設計面近くまでの掘削が行えるため、法面整形時
の削取り土量が減少し作業効率が向上。」

●工程：「ICT建機に搭載されたカメラでの現況撮影や施工データにより、現況の地形データを
随時取得。取得した地形データを用いてクラウドシステム上で掘削土量をリタイムで
把握でき、日々の進捗管理が容易になり業務が効率化。

●品質：「MCバックホウの使用により設計面に対する掘削状況がひと目で分かり、高精度の
仕上げが容易となった。現場従事者の意欲も向上。」

●安全：「掘削箇所での測量作業の減少や見張り員が不用となるため、作業箇所からの転落
や重機との接触等リスクが大幅に減少。」

現場の声 八幡コーポレーション（株）

鳥取県鳥取市鹿野町 鳥取西道路重山第３改良工事
しか の と っ と り に し し げ や ま

30

各施⼯段階における「現地」での施⼯管理業務を⽐較

UAV測量

3次元現況地形ﾃﾞｰﾀ

現地での施⼯管理
業務が軽減！

4⽇必要な測量
が1⽇で可能に

20⽇程度の
現場業務が省略

従来 ＩＣＴを活⽤

UAVを⽤いた測量により
現地での作業が短縮。

ICT建機による施⼯

掘削⼟量をリアルタイムに把握

丁張設置や測量作業、法⾯整形作業
時の⾒張り員が不要に。

（従来の施⼯）

複数の丁張設置が必要
だった

ｸﾗｳﾄﾞｼｽﾃﾑ上で進捗管理

↑ 受注者が過去に施⼯した
掘削⼯事(従来)の施⼯状況

延べ約57⽇ 延べ約34⽇

施⼯計画を反映した施⼯順序を３Dプリンターで明確化。

着⼿時 施⼯途中 完成時

埋蔵文化財調査

埋蔵⽂化財調査完了後、
⼆次施⼯開始



中国地方整備局ICT活用工事の効果
日数短縮
・測量作業の作業日数は大幅に削減（▲1/4、▲約３割、▲約４割、▲約５割）
・従来の起工測量～横断面図への反映と３次元データの作成に要する期間は短縮（７断面）
・現地作業が約２０日短縮。
・工期が（約１１％、約１６％、約３１％、約３５％）短縮。
・丁張設置がほぼなくなり、重機の待機時間が減少し効率化。
・法面整形の施工量が約３割増加。
施工
・若手オペレータ育成にICT建機を実施。
・若手オペレータでも熟練オペレータなみの施工が出来る。
・熟練オペレータにおいて、より高精度な施工を効率よく実施出来る。
・曲線部の品質が向上。
・掘削時に設計面近くまで掘削が行えるため、法面整形の削取り土量が減少し、作業効率が向上。
・急峻で起伏にとんだ地形で土量算出の精度が向上。
出来形
・出来形帳簿にヒートマップを表示できるため、出来形のバラつきを面で把握出来る。
検査
・検査納品書類の縮減。
安全性
・現地は断崖急斜面であったが、測量観測時に高所の急斜面への立入がほぼなくなり、作業員の安全性が大幅に
向上。
・施工途中で、丁張設置及び施工確認のために重機エリアに作業員が立ち入ることがなくなり、安全性が向上。
・丁張設置及び法面整形時の目視による整形確認がなくなったため、法面からの滑落、重機との接触事故等の危
険性がなくなった。
・ICT建機位置情報の活用により、上下作業チェック、土砂運搬路計画等安全管理に役立てられる。
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課題
・起工測量のデータを確認するソフトが少なく高額。
・降雨後に測定面に湧水、流水があるとLSの観測が出来ない場合がある。
・変化点の横断作成が手間がかかった。
・衛星の受信状態により、施工面を認識できないことがあった。
・オペレータが車載モニターへ集中し過ぎて、周囲への注意力が低下し、接触事故の危険性が増す場合もある。
・出来形観測時の天候による影響が大きくなり、観測日の日程調整がシビアとなった。
・発注者のPC性能を高機能化する必要有り。

中国地方整備局ICT活用工事の効果
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従来施工

ICT

起工測量 ～ 完成検査までの合計時間(平均)

起工測量 測量計算 施工 出来形計測 完成検査 合計

【中国版】 ： ＩＣＴ土工の活用効果 （時間短縮）
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※平均土量 ５０，４５８ｍ３

□ 起工測量から完成検査まで土工にかかる一連ののべ作業時間について、平均３０．４％
の削減効果がみられた。
□ 全国と比較しても概ね同じような削減率となった。

ICT建機による施工

３次元測量

ICTによる出来形検査

• ＩＣＴ施工平均日数 １２３．６人日 （調査表より実績）

• 従来手法平均日数 １７７．５人日 （調査表より自社標準値）

• のべ時間 ３０．４％ 削減

（※）回収済 Ｎ＝２６の内有効な２１での集計結果

（人日）



34

ＩＣＴ土工の実施における課題、受注者等の意見
ＩＣＴ土工の実施における課題、受注者等の意見

ICT土工の段階 受注者等の意見 対応（案）

ICT土工の基準類 ①ＵＡＶ等を用いた空中写真測量では、写真のラップ率を緩和することができないか。【受注者】
①：H29より「ＵＡＶを用いた公共測量マニュアル
（案）で、ラップ率が緩和される。

起工測量関係

①ＵＡＶ、ＬＳ起工測量とも樹林間では計測ができない。精度確保のためには、入念な伐採が必要。【建設コン
サルタント協会、全国測量設計業協会連合会】
②空中写真測量は誤差が生じるため、地上レーザースキャナーによる補足が必要。【受注者】
③ＬＳ測量の場合、水たまりや湧水がある場合は、レーザーが反射し測定できない。【受注者】

①②③：従来測量での補完とともに、「研究会」
参加メンバーと協力し、個々の現場に見合った
方法を検討。

３Ｄデータ変換関係

①発注者側、受注者側とも３次元データが扱えるように継続した教育が必要。【受注者】
②ソフトウェアの機能が、メーカーによって分かれている。データの互換性を確立する必要がある。【受注者】
③ＩＣＴ建設機械の施工は、従来の20m毎・変化点横断面に加え、途中で任意の追加断面作成が必要となる。
【受注者】
　・内カーブの掘削工では、任意断面がないと滑らかな法面ができない。
　・作成する断面数の基準を整備していく必要がある。
④発注段階から発注者側で、３次元設計データ化を行っていただくことを望む。【受注者】
⑤発注者側に、変更図面用のデータを渡す場合、３次元から２次元への変換作業がある。【受注者】
　・発注者側の３次元化対応が必要。

①「研究会」参加メンバーと協力し、今後の教育
活動を検討。
②ソフトウェア要求仕様書の検討
③－
④⑤ＣＩＭの展開により、発注者側でも３次元設
計データの作成を行っていく。

建機関連
①３次元設計データで任意で作成する横断面数が多いと、ＭＧ施工機械の動きが悪くなる。【受注者】
②GPS受信が悪い場合、ＩＣＴ建設機械で施工ができない時間帯がある。【受注者】

①②：「研究会」参加メンバーと対応策を検討し
ていく。

出来形管理
①ＵＡＶ空中写真測量は、風など天候の影響が大きく、工期内での出来形管理観測日設定に苦慮。【受注者】
②土工法面の前面に構造物を伴う場合は、その都度、出来形管理から適用除外するなど協議を行っている。
【受注者】

①②：ＩＣＴ土工の実績を増やし、発注者と受注者
が協力し個々の現場に応じた方法を提案してい
く。

検査関連 ①書面検査における写真確認では、データ確認では容量が大きいため読み込みに時間がかかる。【受注者】 ①：実績を増やす中で対応策を検討。

積算関連

①起工測量、３次元設計データ作成の標準歩掛作成が必要。【岡山県】
②起工測量～出来形管理の全段階でなくとも、施工のみＩＣＴ活用などの場合も、必要費用計上ができるよう積
算基準の見直しができないか。【島根県】
③ＵＡＶ、ＬＳなど３次元出来形管理の費用がかさむため、率分でなく別途計上できることを望む【受注者】
④施工パッケージのＩＣＴ建設機械の機械経費は、標準日あたり作業量に基づく日数ではなく、実際の拘束期間
を反映するように見直していただきたい。【受注者】
⑤ＩＣＴ土工の積算について、小規模土工に対応するよう機械経費の機種を拡大できないか。【受注者】

①～⑤：ＩＣＴ土工の実績を増やし、施工合理化
調査等でのデータ収集を行い、本省担当部署へ
データを蓄積していく。



ＩＣＴ活用工事の検査状況について

電子検査により実施

測量機器に無人航空機（ＵＡＶ）を使用した場合

⇒空中写真測量（無人航空機）を用いた出来形管理の監督・検査要領（土工編）【案】

測量機器にレーザースキャナ（ＬＳ）を使用した場合

⇒レーザスキャナーを用いた出来形管理の監督・検査要領（土工編）【案】

書面 提出された施工計画書に所定の内容が記載されていることを確認

設計図書の３次元化について所定の協議・指示が行われていることを確認

工事基準点の指示に基づいた、出来形管理に必要な標定点や検証点等の測量結果等を確認

３次元設計データチエックシート及び照査結果資料が作成されていることを確認

出来型管理に使用する測量機器等の精度確認試験結果報告書等が添付されていることを確認

出来形管理図表が作成され、測定項目、測定頻度並びに規格値を満足していることを確認

品質管理及び出来形管理写真が写真管理基準の基づき撮影されていることを確認

電子成果として「ＩＣＯＮ」フォルダに３次元データ等が格納されていることを確認

実地 平場上あるいは天端上について、検査官が指定する任意の１断面を計測し確認

■検査時の確認概要 （確認する内容はＵＡＶ、ＬＳともに概ね同じ）

検査状況【実地】

検査状況【書面】

■検査後の受注者の意見 （ＵＡＶによる出来形管理を実施）

■使用する監督・検査要領

○出来形確認時の立会等が不要となり効率化。

○出来形管理時の写真管理は不要となり効率化。

○出来形管理図表が１枚となり、工事資料の削減に寄与。

○実地検査は一断面のみの高さ確認で足りるため、事前準備･現地対応が効率化。

○データのやり取りで、書面検査から実地検査の流れが効率化。

□協議、提出資料作成が増加、資料作成時間とその確認（検査）時間が増加。

□空中写真撮影のファイルサイズが大（約１９ＧＢ）で、読み込み時間が増加。

□出来形計測後のデータ整理から電子成果品にするまでに時間を要す。
出来型管理図表（ヒートマップの例） 35
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３. 規格の標準化
（コンクリート工の生産性向上）



鉄筋組立 生コン打設型枠設置 脱型

（例）鉄筋をプレハブ化、型枠をプレキャスト化することにより、型枠設置作業等をなくし施工

（例）各部材の規格（サイズ）を標準化し、定型部材を組み合わせて施工

クレーンで設置

脱型不要鉄筋、型枠の
高所作業なし

中詰めコン打設

©大林組

©三井住友建設

従来方法

現場打ちの効率化

ラーメン構造の高架橋の例

プレキャストの進化

○ 現場毎の一品生産、個別最適設計であり、工期や品質の面で優位な技術を採用することが困難。

○ 設計、発注、材料の調達、加工、組立等の一連の生産工程や、維持管理を含めたプロセス全体の最適化が
図られるよう、全体最適の考え方を導入し、サプライチェーンの効率化、生産性向上を目指す。

○ 部材の規格（サイズ等）の標準化により、プレキャスト製品やプレハブ鉄筋などの工場製作化を進め、コスト
削減、生産性の向上を目指す。

国 土 交 通 省

中国地方整備局
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全体最適の導入 ～コンクリート工の規格の標準化等～
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４. 施工時期の平準化



施工時期の平準化（課題と取組方針）

39

国 土 交 通 省

中国地方整備局



５． 測量設計業務における
i-Constructionについて

40



H29 i-Construction基準 改定のポイント

・測量⼿法選定表の設定
・機械経費等算定表の設定
・ＵＡＶを⽤いた公共測量マニュアル(案)の改定
・地上レーザスキャナを⽤いた公共測量マニュアル（案）の策定
・成果品としてのサーフェスモデルは3次元設計で作成とし、測量成果としては求めない。

UAV等を⽤いた公共測量 別紙-１

⼟⼯の３次元設計 別紙-2
・対象を詳細設計業務に限定

※ただし、3次元測量を実施していない設計業務も対象とする
・3次元測量成果がある場合には測量成果のサーフェスモデルを成果品として求める
・LandXML1.2に準じた３次元設計データ交換標準の運⽤ガイドライン（案）の改定

CIM活⽤業務（⼯事）別紙-9，10
・「リクワイヤメント（要求事項）」の設定及び「実施計画書」において必要事項の整理
・CIM導⼊ガイドラインの策定
・発注者指定型、受注者希望型で実施⽅法（内容）を区別して発注

（改定）

（改定）

（新規）

41

・CIMに関する空中写真測量においてプロポーザル⽅式で発注
・業務遂⾏に際しては「設計⽤数値地形図データ作成仕様【道路編】（案）」を参照する
・相談窓⼝として国総研および地理院を登録

３次元地形データ作成業務 別紙-3 （新規）

中国地方整備局

http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/constplan/sosei_constplan_tk_000031.html【ＩＣＴの全面的な活用の推進に関する実施方針】



トップランナー施策（ＩＣＴの全面的な活用（ICT土工））

測量

発注者

OK

設計・
施工計画

施工 検査i-Construction

設計図に合わ
せ丁張り設置

検測と施工を繰
り返して整形

丁張りに合わせ
て施工

③ICT建設機械による施
工

④検査の省力化①ドローン等による３次元測量 ②３次元測量データによる
設計・施工計画

ドローン等による写真測量等によ
り、短時間で面的（高密度）な３次
元測量を実施。

３次元測量データ（現
況地形）と設計図面
との差分から、施工
量（切り土、盛り土
量）を自動算出。

３次元設計データ等により、
ICT建設機械を自動制御し、建
設現場のIoT（※）を実施。

ドローン等による３次元測
量を活用した検査等によ
り、出来形の書類が不要と
なり、検査項目が半減。

測量
設計・

施工計画
検査従来方法

測量の実施

平面図 縦断図

横断図

設計図から施工
土量を算出

施工

① ②

③

④

※IoT（Internet of Things）とは、様々なモノにセンサーな
どが付され、ネットワークにつながる状態のこと。

３次元設計データ等を通
信

これまでの情報化施工
の部分的試行

・重機の日当たり
施工量約1.5倍

・作業員 約1/3

３次元
データ作成

２次元
データ作成

書類による検査 42

フロントローディングの実施

中国地方整備局



（発注者）

（発注者）

３次元モデル
（設計レベル）

３次元モデル
（施工レベル）

３次元モデル
（管理レベル）

３次元モデル
（施工完了レベル）

・発注業務の効率化
（自動積算）

・違算の防止

・工事数量算出（ロット
割）の効率化

・起工測量結果
・細部の設計

（配筋の詳細図、現地取
り付け等）

・干渉チェック、設計ミスの削減
・構造計算、解析
・概算コスト比較
・構造物イメージの明確化
・数量の自動算出

・点検・補修履歴
・現地センサー（ICタグ等）

との連動

・施工情報（位置、規格、
出来形・品質、数量）

・維持管理用機器の設定

・施設管理の効率化・高度化
・リアルタイム変状監視

・干渉チェック、手戻りの削減
・情報化施工の推進

・地形データ（３次元）
・詳細設計（属性含む）

（施工段階で作成する方
が効率的なデータは概略
とする）

・設計変更の効率化
・監督・検査の効率化

施工（完成時）

・現場管理の効率化
・施工計画の最適化
・安全の向上
・設計変更の効率化

・完成データの精緻化・高度化

維持・管理

調査・測量・設計

（発注者）

・適正な施設更新
・３Ｄ管理モデルの活用

【得られる効果】

【作成・追加するデータ】

【得られる効果】

【作成・追加するデータ】

【得られる効果】

【作成・追加するデータ】

【得られる効果】

【作成・追加するデータ】

【得られる効果】

【得られる効果】

【得られる効果】

【得られる効果】
・時間軸（４Ｄ）

【追加するデータ】

施工中

３次元モデルの連携・段階的構築

施工（着手前）

３次元モデル例

ＣＩＭの概要

ＣＩＭ（Construction Information Modeling/Management）とは、社会資本の計画・調査・設計段階から３次元モデルを導入し、そ

の後の施工、維持管理の各段階においても、情報を充実させながらこれを活用し、あわせて事業全体にわたる関係者間で情報を
共有することにより、一連の建設生産システムにおける受発注者双方の業務効率化・高度化を図るものである。

中国地方整備局

43



ＳＴＥＰ１：ＣＩＭの活用効果が見込まれる業務・工事から、ＣＩＭを導入 (Ｈ２９～開始)
ＳＴＥＰ２：ＣＩＭの活用の充実に向けた検討を実施 (Ｈ２９～Ｈ３２までを目処)
ＳＴＥＰ３：ＣＩＭの活用の充実により、ＣＩＭモデルを用いた維持管理を拡大(～Ｈ３７までを目処)

ＣＩＭの活用を原則化
ＣＩＭの活用

の充実

生産性２割向上

概ね３ヶ年

関係者間協議やフロントローディング等によるＣＩＭの活用効果が見込ま
れる業務・工事から、ＣＩＭを導入

交通規制検討重機配置計画による安全性検討

② 関係者間協議

地元説明へ活用点検時を想定した設計

① フロントローディング

運用開始

・ＣＩＭモデルの属性情報

自動積算、LS等を用いた面的管理を実施

寸法情報、属性情報を
ＣＩＭモデルのみで表現

・ＣＩＭモデルを用いた積算、
監督・検査の効率化

・受発注者間でのＣＩＭ
モデルのデータ共有方法

ＣＩＭモデルを一元管理システム
を介して共有

ＳＴＥＰ２

・ＣＩＭモデルを用いた
維持管理の効率化

ＣＩＭモデルと点検で取得する点群
データより構造物の変状を検出

ＣＩＭの活用の充実に向け、基準ルールの整備やシステム開発を推進

発注者管内でのＣＩＭモデルを用いた
維持管理の導入

（イメージ）

ＳＴＥＰ２:Ｈ３２年度（２０２０年） ＳＴＥＰ３:Ｈ３７年度（２０２５年）ＳＴＥＰ１:Ｈ２９年度（２０１７年）

ＣＩＭ拡大方針（案）

ＳＴＥＰ１ ＳＴＥＰ３

○○橋

ＣＩＭモデルと位置情報を連携したデータベース

○○トンネル

概ね５ヶ年

変状箇所
の検出

CIMモデル

点群データ

データ共有
プラットフォーム

設計者Ａ

設計者Ｂ

施工者Ａ

施工者Ｂ

維持管理関係
データベース等

発注者

維持管理・点検業者

ＣＩＭの段階的な拡大方針（案）【H29～H37年度】 中国地方整備局
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工種：橋梁、トンネル、ダム、河川構造物

現状 gennjyou

①ＣＩＭモデルの
属性情報の付与
方法

②③ＣＩＭモデルを用
いた監督・検査の
効率化

④受発注者間での
ＣＩＭモデルの
データ共有方法

ビューポイントを
指定し、寸法情報
を記載

橋梁等につい
ても検討

事業単位ごとにＡＳＰを
用いて共有
（発注者、設計者、施工者等）

発注者が複数の設計成果を
施工業者へ受け渡し

精度管理等
の検証

積算区分を３次元
上へ反映

ＣＩＭの活用充実（H29以降）

② 関係者間協議① フロントローディング

交通規制検討 ダム事業での他管理者と協議 地元説明へ活用点検時を想定した設計ICやJCT等の施工計画検討
重機配置計画による

安全性検討

工種：橋梁、トンネル、ダム、河川構造物

※ 発注者指定型においても、受注者希望型の活用項目を実施

・発注者が受注者に対して、要求事項（リクワイヤメント）を設定し、以下の検討を実施する

・これまでの試行で活用効果が認められた以下項目等について実施する

※ 発注者指定・受注者希望型ともに必要費用（ＣＩＭモデル作成費、ＰＣ等の賃貸借費）計上、成績評価で加点

発注者指定型

受注者希望型

２次元図面３次元モデル

・寸法情報
・属性情報を補完

高所作業車を用い
た検尺による計測

設計者Ａ

設計者Ｂ

施工者Ａ

施工者Ｂ

データ共有

プラットフォーム

保管管理
システム

発注者

維持管理関係
データベース等

H29 CIM活用業務（工事）の概要

検尺等により管理断面毎に計測 自動数量算出、面的管理に向けた出来形管理、監督
検査方法の検討

中国地方整備局
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６. 港湾におけるＩＣＴ導入に向けた取り組み
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港湾におけるＩＣＴ導入に向けた取り組み

47

■浚渫工事へのＩＣＴの本格導入（平成29年度～）

平成28年度末までに３次元データの活用を前提とした基準類を整備するとともに、積算基準にマルチビー
ムによる深浅測量等の施工歩掛を追加

港湾における建設プロセスにおいてＩＣＴを全面的に導入するための初期の取組として、浚渫工事におい
て３次元データを一貫して使用する工事を実施する。

測量 設計
施工計画

施工

①３次元測量

・ナローマルチビーム
による３次元データの
作成

②３次元データの活用
・現況地形の３次元データから

施工数量を自動算出
・３次元データを発注図書とし、

受注者に３次元データを提供

③施工への３次元データ活用
・工事の出来形測量にナロー

マルチビームを活用
・土砂処分場の投入管理

④工事完成検査
・３次元データを活用

した電子検査
・完成状況の可視化

維持
管理

⑤点検等への活用
・完成時の３次元データを

元に経年変化等の確認
に活用

・埋没経過状況の把握

【３次元測量】

３次元測量により詳細な
海底地形を把握

【３次元データを活用した電子検査】

3次元電子検査

【水中施工箇所の可視化】

○施工後○施工前

【施工箇所の可視化】

検査

○施工途中

発注、出来形管理、検査等の資料作成省力化、将来の維持管理への活用等が期待
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（参考）ＩＣＴ浚渫工に関する新たな基準等

• ＩＣＴの全面的な活用（ＩＣＴ浚渫工）の推進に関する実施方針
（本文参照先（URL）： http://www.mlit.go.jp/kowan/kowan_fr5_000061.html ）

• ＩＣＴ活用工事積算要領（浚渫工編）（案）【新規】
（本文参照先（URL）： http://www.mlit.go.jp/kowan/kowan_fr5_000061.html ）

① 地方整備局（港湾空港関係）の事業における電子納品等運用ガイドライン【改訂】
（本文参照先（URL）： http://www.ysk.nilim.go.jp/cals/index.htm ）

② マルチビームを用いた深浅測量マニュアル（浚渫工編）（案）【新規】
（本文参照先（URL）： http://www.mlit.go.jp/kowan/kowan_fr5_000061.html ）

③ ３次元データを用いた港湾工事数量算出要領（浚渫工編）（案）【新規】
（本文参照先（URL）： http://www.mlit.go.jp/kowan/kowan_fr5_000061.html ）

④ ３次元データを用いた出来形管理要領（浚渫工編）（案）【新規】
（本文参照先（URL）： http://www.mlit.go.jp/kowan/kowan_fr5_000061.html ）

⑤ ３次元データを用いた出来形管理の監督・検査要領（浚渫工編）（案）【新規】
（本文参照先（URL）： http://www.mlit.go.jp/kowan/kowan_fr5_000061.html ）

■ICT活用工事（浚渫工）の導入のための実施方針、積算基準

■ICT活用工事（浚渫工）の導入のための５つの基準



７．平成２９年度 i-Construction
の取り組み方針
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平成２９年度 i-Construction推進取り組み方針

・ ＩＣＴ土工は発注者指定型の拡大
・ 平成２８年度に実施したＩＣＴ土工の効果検証
・ 自治体への普及拡大
※Ｈ２９年度から鳥取県、島根県、山口県でＩＣＴ土工の試行

・ ＩＣＴ舗装（路盤工）の導入
・ 港湾分野のＩＣＴ浚渫工の導入

50

○ 中国地方の建設現場の生産性を向上のため、以下の取り組みを中心とし
て、「i-Construction」を推進する。

１．ＩＣＴ活用工事の拡大

・ i-Construction表彰制度の導入（ＩＣＴ土工）

・ 各県に「ＩＣＴ活用推進連絡会」を設置
・ ＩＣＴ検査官の創設

・ 施工におけるＣ ＩＭの活用拡大
・ 測量、設計業務への展開

２．３次元モデル導入拡大

３．表彰制度

４．普及に向けた教育活動



平成２９年度 中国地方 建設現場の生産性向上研究会 取組方針
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・H29.2.17：（第２回）研究会
・H28.11.15：（第１回）WG

○測量・設計ＷＧ
・３次元設計対応の導入方法検討
・３次元設計データ作成の課題・対応策検討
○施工・検査WG
・小規模土工への適用性（現場実施、意見交
換、効果等）
・３次元出来形管理の課題・対応策検討
・検査における課題・対応策検討、３次元デー
タ納品の標準例作成
○共通
・効果分析事例蓄積
・講習会等実施（３次元データを扱える人材育
成等）

○ ○ ○ ○

基準･運用整備

①１５の新基準及び積算基準公表(H28.3.30)
　・調査･測量･設計
　・施工
　・検査
　・積算基準
②入札契約等実施運用（H28.5.11）

改定基準の事務連絡
　直轄（H29.3.31）
　※県・政令市参考送付（H29.6）

○ ○

「ＩＣＴ活用工事の手引
き」　他

①H28.6：「ICT活用工事の手引き」作成
　・３次元の起工測量、設計、施工、
　　出来形管理、納品、検査
②「ICT検査の手引き」作成(H28.9)

①H29.6：「ICT活用工事（土工）の手引き」、
「ICT活用工事（舗装工）の手引き」、「測量・設
計業務における i-Constructionについて」作
成

○

ＩＣＴ関連情報･QA集・質
問箱設置

①H28.6～：中国地整ＨＰにi-Conページ開設
②28.10～：「ＱＡ集」掲載
③H29.2～：「質問箱」設置

継続

研修
説明会、講習会

①i-Construction説明会、新技術説明会
　(発注者向け、受注者向け２部構成）
　・6/13-7/5管内１４会場（約1,300名）
　・8/3-10/13管内１１会場（約700名）

②i-Con体験セミナー
　・H28.8、国・自治体(15)・企業延べ92名

①i-Construction説明会、
　(発注者向け、受注者向け２部構成）
　・6/26-7/12管内１３会場（7/12は予備）
②新技術等説明会キャラバン
　・8月-10月予定
②i-Con体験セミナー
　・日程は今後調整

○ ○

ICT土工　実施
工事発注、課題・効果
検証等

【H29.1末現在】
・活用：３２工事
　指定：２、Ⅰ型：６、Ⅱ型２４
・試行：１４工事
※計４６工事でICT土工実施中

【H29.3末現在】
・活用：６５工事
　指定：３、Ⅰ型：２３、Ⅱ型３９
・試行：１４工事
※計７９工事でICT土工実施中

ICTの採用拡大 ＣＩＭ

①ＣＩＭ業務・工事の試行
　効果・課題を抽出し、ガイドラインに反映
②ＣＩＭ導入ガイドラインの策定(H29.3策定)
　対象：土工、河川、ダム、橋梁、トンネル
　の５分野

①ＣＩＭ業務・工事の試行
　効果・課題を抽出し、ガイドラインに反映
②ＣＩＭ導入ガイドラインの策定(H29.3策定)
　対象：土工、河川、ダム、橋梁、トンネル
　の５分野

各県
ICT土工　試行

－ －

ICT活用推進連絡会（仮
称） － － ○

平成２９年度
備　考

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

中国地方
建設現場の生産性向上研究会

ICT活用工事（ICT
土工）の拡大

ICT活用工事の自
治体への普及拡
大

実　施　項　目
平成２９年度

実施内容
平成２８年度

実施内容

鳥取県、島根県で試行

【研修】Ｈ２８ＩＣＴ土工 実施工事の内容をカリキュラムに反映

ＷＧ 研究会

整備局主催研修：監督員研修 他

ICT活用工事セミナー：発注者、受注者向け、5県で開催

新技術活用講習会：発注者、受注者向け、5県で開催

i‐Con体験セミナー① i‐Con体験セミナー

ICT土工現場の進捗にあわせ現場見学会等を 未解決課題は研究会へ フィードバック

継続実施、質問箱内容は「ＱＡ集」に随時掲載

H28までのICT土工実施結果を踏まえ

継続実施

H28までのICT土工実施結果を踏まえ

ＣＩＭ活用業務・工事の実施（予定）

（ガイドラインに基づく現地検証）

ＷＧＷＧ
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ＩＣＴ活用工事 発注者指定型の拡大

【背景】
◇平成28年度よりi-Constructionにおける｢ＩＣＴの全面的な活用（ＩＣＴ土工）」の一層の普及推進を図る

ため、入札契約手続きとして「ＩＣＴ活用工事（発注者指定型及び施工者希望Ⅰ・Ⅱ型）」を行っている。
◇平成29年度より、更なる普及促進を図るため発注者指定型を拡大する。

型式 現行 平成29年度運用（案）

発注者
指定型

３億円以上で土工量１千 以上 ３億円以上で土工量１千 以上、または２億円以上で土工
量５万 以上の工事の中から試行的に実施

施工者
希望Ⅰ型

３億円未満で土工量２万 以上を目安として
各事務所で設定

３億円未満で土工量２万 以上を目安として各事務所で設
定

施工者
希望Ⅱ型

３億円未満で土工量１千 以上２万 未満を
目安として各事務所で設定

３億円未満で土工量１千 以上２万 未満を目安として各
事務所で設定

◇改訂のポイント

・ＩＣＴ施工の実施率が高い土工量５万 以上かつ
一定金額（２億円）以上のものについて発注者
指定型を拡大。



中国地方整備局 ｉ－Ｃｏｎｓｔｒｕｃｔｉｏｎサポートセンター

担当 企画部 技術管理課 （入札契約、積算、監督・検査、業務）

企画部 施工企画課 （ICT建設機械による施工）

電話 082-221-9231 FAX 082-227-5222
中国地方の取り組み等をウェブで公開してます「中国地方のｉ－Ｃｏｎｓｔｒｕｃｔｉｏｎ」

URL：http://www.cgr.mlit.go.jp/icon/index.htm
※上記ウェブで「ご質問」を受け付けています。

中国地方整備局 ｉ－Ｃｏｎｓｔｒｕｃｔｉｏｎサポートセンター

近畿地方整備局近畿技術事務所のヘルプデスク
近畿技術事務所では、全国の施工者向けにメール対応のヘルプデスクを開設しています。
Ｗｅｂページに氏名とメールアドレス、質問を入力してください。
後日回答をメールアドレスあてに送ります。
ＩＣＴ施工ヘルプデスク （国土交通省 近畿地方整備局 近畿技術事務所）

URL：http://www.kkr.mlit.go.jp/kingi/advice/index_jsf.html
※ 過去のヘルプデスク問合せ一覧も掲載してますのでご利用下さい。（国土交通省 近畿地方整備局 近畿技術事務所）

URL：http://www.kkr.mlit.go.jp/kingi/ict/index.html

ＩＣＴ土工の１５の基準・要領類に関するご意見窓口
国土技術政策総合研究所では、ＩＣＴ土工に必要な１５の基準・要領類のご意見窓口を設置しています。
個々に回答できませんが、Ｑ＆Ａ集を掲載しておりますのでご利用下さい。
Ｑ＆Ａ集 （国土交通省 国土技術政策総合研究所 社会資本マネジメント研究センター 社会資本施工高度化研究室）

URL：http://www.nilim.go.jp/lab/pfg/bunya/cals/tdu.html

＜問合せ先＞

【参考】その他の問合せ先
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